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A non-stationary hydrologic frequency analysis method was applied for estimating future extreme pre-

cipitation change using JMA global warming projection information vol. 8 (2013). The method uses

distribution functions with time dependent model parameters, which were estimated using the method of

maximum likelihood. The best fitted hydrologic frequency model was selected from a non-stationary GEV

model, a non-stationary Gumbel model, a non-stationary SQRT-ET model and a non-stationary lognormal

model according to Takeuchi Information Criterion, TIC. It was found that the 100-years annual maximum

24 hours precipitation shows increasing tendency in most of Japanese islands; and it becomes larger when

using bias corrected precipitation data.
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1. はじめに

確率水文量の非定常性を議論するために，水文時系
列データをある期間に区切ってその期間内で定常性を
仮定し，期間ごとに確率水文量を求めてその時間変化
を分析する研究がある 1, 2)．定常の水文頻度解析手法
をそのまま用いて確率水文量の変化を分析することが
できるため手法上の難点はないが，水文量の変化の非
定常性を扱うならば，区切った期間内でも非定常性を
考慮することが望ましいと考えられる．また，期間を
区切るとデータ数が少なくなって推定される確率水文
量の不確かさが大きくなるため，分析結果に影響を与
える可能性がある．
超高空間分解能の GCM出力は，計算機資源が限ら

れるために，20年から 30年程度の連続データを，現在
気候実験，近未来気候実験，21世紀末気候実験のよう
に期間を分けて作成されることが多い．本論で用いる
気象庁の地球温暖化予測情報第 8巻 3)も，空間分解能
は約 5kmと極めて高いが，作成された時系列データは
現在気候実験 (1980年-1999年)，近未来気候実験 (2016
年-2035年)，将来気候実験 (2076年-2095年)の 3期間
であり，それぞれ 20年間しかない．各実験期間を対象
として定常の理論にもとづき確率水文量を求めること
はできるが，推定された確率水文量に含まれる不確実

性のために，それらを比較しても有効な分析結果が得
られない可能性がある．
これに対処する方法として，母数を時間の関数とす
る非定常水文頻度解析モデルを考えて，母集団分布の
非定常性を直接考慮する手法がある 4)．林 5)は時変母
数を導入した様々な種類の非定常水文頻度解析モデル
の適合性を比較するために，竹内情報量基準 (TIC)お
よび赤池情報量基準 (AIC)を指標とするモデル選択手
法 6)が非定常の場合にも適用できることを示し，いく
つかの水文頻度解析モデルに時変母数を導入した適用
例を示した．この手法を用いれば，時系列データを区
切る必要はなく，ここで対象とする温暖化実験データ
のように区分的にしかデータが存在しない場合も，す
べてのデータを一度に扱うことができる．
林 5)はこの非定常水文頻度解析手法を用いて，アメ

ダス観測データおよび気象庁気象研究所の全球 20km
超高解像度全球大気モデル MRI-AGCM3.2S7) の出力
データを用いて，日本の多くの地域で 100年確率年最
大日降水量に増加傾向が見られることを示した．本研
究では，さらに高空間分解能である気象庁の地球温暖
化予測情報第 8巻 3)を利用し，上記の手法により非定
常水文頻度解析を行う．また，バイアス補正を施した
降水データについて同様の分析を行い，補正の有無に
よる確率水文量の変化を分析する．



2. 非定常水文頻度解析モデルとモデル選択手法

(1) 時変母数を導入した非定常水文頻度解析モデル
母数の変化を時間 t の関数として多項式で表現する

ことにすると，θ(t)をパラメータベクトルとして GEV
分布に時変母数を導入した分布関数は

F (xt|θ(t)) = exp
{
−

[
1 + ξ

( xt − µ(t)
exp(σ(t))

)]−1/ξ}
µ(t) =

p∑
k=0

µktk, σ(t) =
q∑

k=0

σktk (1)

となる 4, 5)．ここで t は時刻 (ここでは年)，µk, k =
0, · · · , p，σk, k = 0, · · · , q は母数の時間変化を表す多
項式の係数である．最尤法を用いれば，これらの係数
を決めるように母数推定の枠組みを構成することがで
きる．形状母数 ξ の時間変化を考えると最尤計算が不
安定となるため 4)，ξは時間変化しないとする．
同様にして非定常 Gumbel分布の分布関数を
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非定常平方根指数型最大値 (SQRT-ET)分布 8) を
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非定常対数正規 (LN)分布の確率密度関数を

f(xt|θ(t)) =
exp(−σ(t))√

2πxt

exp
[
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( lnxt − µ(t)
exp(σ(t))

)2]
とし，これらの中からもっとも適合性のよい頻度解析
モデルを選択することにする．これらの関数は，正の
範囲でしか定義されない母数については，exp(σ(t)) の
ように指数関数の形で与える．こうすると σ(t) の定義
域が実数全体となり数値計算上都合がよい 4)．

(2) モデル選択手法
水文頻度解析モデルの確率密度関数を f(x|θ) とする

と，竹内情報量基準 (TIC)は最尤推定量を θ̂として

TIC = −2
n∑

t=1

log f(xt|θ̂) + 2tr
[
ĜĤ−1

]
(2)

で与えられ 6)，TICがもっとも小さなモデルをよいモ
デルとして選択する．ここで nはデータ数，右辺第 1
項は最大対数尤度を −2倍した値，右辺第 2項はバイ
アス補正項である．林 5)は非定常頻度解析モデルの適
合性も情報量基準で評価できることを示し，nを時間
数 (年数)として，Ĝと Ĥ は以下で与えられるとした．

Ĝ =
1
n

n∑
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EXt|t

[∂ log f(Xt|t,θ)
∂θ
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]
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(3)

Ĥ = − 1
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EXt|t
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]
bθ

(4)

ここで Eは真の母集団分布について期待値をとること
を表す．母集団分布は未知であるため，竹内情報量規
準 (TIC)は，(3)式と (4)式を以下のようにデータから
経験的に求めて (2)式により TICを得る 6)．
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(6)

ある θ0 を用いて母集団分布が f(xt|t,θ0) で表され
るならば G = H となるから，(2) 式の右辺第 2 項は
tr[GH−1] = p となって赤池情報量基準 (AIC)が導か
れる 6)．pは自由母数の数を表す．TICは母集団分布
を最適モデル分布と仮定しないより精密なモデル選択
基準であるため，以下の適用では TICを用いた．

3. 地球温暖化予測情報第 8巻の降水量データを用
いた非定常水文頻度解析

地球温暖化予測情報第 8巻 3) に含まれるデータは，
SRESのA1Bシナリオの設定のもとに超高解像度全球
大気モデルMRI-AGCM3.27)で得られた 20km解像度
の計算結果を 15km解像度の地域気候モデル，さらに
5km分解能の非静力学モデルを用いてダウンスケーリン
グして，日本列島を覆う領域を対象に整備された将来気
候推計データである．出力時系列は現在気候実験 (1980
年～1999年)，近未来気候実験 (2016年～2035年)，将
来気候実験 (2076年～2095年)の 3期間である．この
実験期間の合計 60年間の毎年資料 60個を用いて，(1)
式で表す母数の時間変化を推定する．これにより任意
の時点での確率水文量を得ることができる．このデー
タセットの降水量時別値データを用いて年最大 24，48，
72，96 時間降水量の時系列データをぞれぞれ作成し，
2.で示した非定常水文頻度解析手法を適用して，それ
ぞれの 100年確率降水量を時間の関数として得た．そ
れぞれの分析結果は同様であったため，年最大 24時間
降水量の結果を以下に示す．

(1) 非定常水文頻度解析手法の適用
5km 分解能の各セルごとに 2. で示した 4 つの分布

(GEV分布，Gumbel分布，SQRT-ET分布，LN分布)
を適用し，最尤法により (1)式の係数を求めて母数の
時間変化を得た．実験期間は 3期間であり，全期間を
通した確率水文量の変化は高々2次関数で表現できる変
化と考えられるため，(1)式は 2次までの項を考えた．
時変母数は µ(t)と σ(t)の二つであり，それぞれの多項
式の次数は 0次，1次，2次の 3種類なので，それらの
組み合わせで合計 9通りの時変母数の組み合わせが存
在する．この 9通りの組み合わせをそれぞれの分布モ
デルで考え，合計 36通りの中から最適なモデルをTIC
により選択する．



図-1 選択された水文頻度解析モデル．青：非定常 Gumbel

分布モデル，緑：非定常 SQRT-ET分布モデル，黄：非
定常 LN分布モデル，赤：非定常 GEV分布モデル．

(2) TICにより選択された水文頻度解析モデル

各セルで選択された水文頻度解析モデルを図-1に示
す．青が非定常Gumbel分布モデル，緑が非定常SQRT-
ET分布モデル，黄が非定常 LN分布モデル，赤が非定
常GEV分布モデルである．北海道ではGEV分布モデ
ル，瀬戸内地方で Gumbel分布モデルが選択されてい
るが，日本列島の多くの地域で SQRT-ET分布あるい
は対数正規分布が選択されている．また，屋久島や沖
縄など降水量が特に大きい地域では，GEV分布モデル
が多く選択される傾向にある．空間的にある部分はま
とまって同じ分布モデルが選択されており，降水特性
が確率分布モデルの選択に関連していることが伺える．

(3) 100年確率年最大 24時間降水量の増減傾向

現在気候実験の中間年 (1990年)および将来気候実験
の中間年 (2086年)での母数を用いた 100年確率年最
大 24 時間降水量の値を図-2 に示す．また，現在気候
実験の中間年 (1990年)に対する近未来気候実験の中間
年 (2026年)および将来気候実験の中間年 (2086年) の
100年確率年最大 24時間降水量の増減比率を図-3に示
す．赤が増加，緑が変化なし，青が減少である．

近未来気候実験では，中部地方以北の大半の地域で
増加あるいは変化なしの傾向が表れている．一方で，西
日本の多くの地域では減少傾向がみられる．これは，近
未来気候実験では系統的な温暖化の影響が十分に現れ
ておらず，予測結果の不確実性が原因になっていると
考えられる．地球温暖化予測情報第 8巻にも，一部の
地域の降水量に将来気候と整合しない傾向が表れてい
ることが示され，実験期間の台風の接近・上陸数が影
響していることが示されている 3)．ここで得られた分

(a) 現在気候実験の中間年 (1990年)

(b) 将来気候実験の中間年 (2086年)

図-2 100 年確率年最大 24 時間降水量の推定値．紫が
0mm～200mm，青が 200mm～400mm，水色が 400mm

～600mm，黄緑が 600mm～800mm，緑が 800mm～
1000mm，黄が 1000mm～1200mm，橙が 1200mm～
1400mm，赤が 1400mm以上を表す．

析結果は地球温暖化予測情報第 8巻で示された分析結
果と整合している．

将来気候実験では全国的に増加傾向にあり，関西以
北の大半の地域で増加あるいは変化なし，特に北海道
と北日本ではほとんどの地域で増加傾向にあることが
わかる．北海道地方や北日本では，特に増加傾向が大
きい．これらの地域は一般的に降水量が少なく，大雨
の経験が少ない．これまでの整備水準を上回る降水量
が，設定されている確率年よりも短い間隔で発生する
可能性がある．



(a)現在気候実験に対する近未来気候実験の値の増減比率

(b)現在気候実験に対する将来気候実験の値の増減比率

図-3 100年確率年最大 24時間降水量の増減比率．現在気候
実験の中間年 (1990年)に対する，近未来気候実験の中
間年 (2026 年)，将来気候実験の中間年 (2086 年) の値
の増減比率を表す．赤が増加，緑が変化なし，青が減少．

4. バイアス補正済降水量を用いた非定常水文頻度
解析

地球温暖化予測情報第 8巻には，アメダス地上観測
データを用いてバイアス補正された時間降水量が提供
されている．対象地点はアメダス観測地点が含まれる
モデル格子点である．この補正済降水量を用いて年最
大 24，48，72，96時間降水量の時系列データを作成し，
2. で述べた非定常水文頻度解析手法を用いて，それぞ
れの 100年確率年最大降水量を時間の関数として得た．
それぞれの分析結果は同様であったため，年最大 24時
間降水量の結果を以下に示す．

図-4 選択されたモデル．青が非定常Gumbel分布モデル，緑
が非定常 SQRT-ET 分布モデル，黄が非定常対数正規
分布モデル，赤が非定常 GEV分布モデルである．

(1) バイアス補正手法の概要

気候モデルで計算される雨量は，豪雨の降雨強度が
過小評価され，降雨強度の小さな降雨の頻度が高いと
いう特徴を持つ．この観測値との違いを補正するため
に，地球温暖化予測情報第 8巻には以下の手法 3)を用
いて補正された降水データが提供されている．

1)地点毎，月毎に，現在気候実験での再現値とその期
間に観測された 1時間降水量データを大きい方か
ら順に並べ替える．観測降水量データは 0.5mm/hr
以上のデータを対象とする．データ数は小さい方
に合わせる．

2)観測値と現在気候再現値との間に線形関係を仮定
し，最小自乗法により補正係数を求める．この補
正係数を近未来気候実験，将来気候実験での予測
値の補正に用いる．

3)降雨強度が 95 パーセンタイル値以上のデータに
限って観測値，再現値ともにガンマ分布

fX(x) =
xk−1e−x/θ

Γ(k)θk
(7)

を当てはめて，非超過確率が対応する両者の間の
比率を求め，この比率を近未来気候実験，将来気
候実験での予測値の補正に用いる．kは形状母数，
θは尺度母数である．

(2) TICにより選択された水文頻度解析モデル

各セルで選択された確率分布モデル図-4に示す．青
が非定常 Gumbel分布モデル，緑が非定常 SQRT-ET
分布モデル，黄が非定常対数正規分布モデル，赤が非



(a) 現在気候実験の中間年 (1990年)

(b) 将来気候実験の中間年 (2086年)

図-5 バイアス補正後の 100 年確率年最大 24 時間降水量の
推定値．紫が 0mm～200mm，青が 200mm～400mm，
水色が 400mm～600mm，黄緑が 600mm～800mm，緑
が 800mm～1000mm，黄が 1000mm～1200mm，橙が
1200mm～1400mm，赤が 1400mm以上を表す．

定常 GEV 分布モデルを表す．補正前のデータを用い
た場合と同様に，大半のセルで SQRT-ET分布モデル，
次に対数正規分布モデルが選択される結果となった．

(3) 100年確率年最大 24時間降水量の増減傾向

バイアス補正前のデータを用いた場合の図-2と同じ
年の 100年確率年最大 24時間降水量を図-5に示す．空
間分布の様子は図-2と同様であるが，図-2の紫色の部
分がが青色に，また青色の部分が水色になって全体的
に値が大きくなっていることがわかる．

現在気候実験の中間年 (1990年)に対する近未来気候

(a) 現在気候実験に対する近未来気候実験の値の増減比率

(b) 現在気候実験に対する将来気候実験の値の増減比率

図-6 バイアス補正後の 100年確率年最大 24時間降水量の増
減比率．現在気候実験の中間年 (1990年)に対する，近
未来気候実験の中間年 (2026年)，将来気候実験の中間
年 (2086年)の値の増減比率を表す．赤が増加，緑が定
常，青が減少．

実験の中間年 (2026 年) および将来気候実験の中間年
(2086年) の 100年確率年最大 24時間降水量の増減比
率を図-6(a)(b)に示す．赤が増加，緑が定常，青が減
少である．これらも補正前のデータを用いた図-3(a)(b)
と同様の空間分布図となった．近未来気候実験の増減
比率 (a)では，中部地方以北の大半の地域で増加ある
いは変化なしの傾向にあり，中国地方以西では減少傾
向の地域が見られる．理由は 3.で述べたのと同様であ
る．将来気候実験の増減比率 (b)を見ると，減少を示
す地域はほとんどなく，大部分が増加あるいは変化な
しを示している．増加傾向は北日本日本海側や北海道



(a) 現在気候実験の中間年 (1990年)での比較

(b) 将来気候実験の中間年 (2086年)での比較

図-7 補正前後での 100年確率年最大 24時間降水量の比較

地方で見られ，これらの地域は，今後，特に注意する
必要があると考えられる．

(4) バイアス補正前後の 100年確率年最大 24時間降
水量の変化

補正済降水量が存在するセルについて，バイアス補
正前後で 100年確率年最大 24時間降水量がどのように
変化したかを調べた．図-7(a)は現在気候実験の中間年
(1990年)での補正前の 100確率年最大 24時間降水量
を横軸にとり，縦軸に 100年確率年最大 24時間降水量
の補正前後の比率を示したものである．同様に (b)は，
将来気候実験の中間年 (2086年)での値に対して同様の
図を作成したものである．

補正前の値が 400mm以下のセルの大半が，バイアス
補正によって大きな値になっていることが分かる．(a)(b)
とも同様の結果であり，日本列島の大半の地域の 100年

確率年最大 24時間降水量が 500mm以下であること考
えると，バイアス補正によってほとんどの地域でのそ
れらの値が補正されたことが分かる．

5. まとめ

本研究では，5km の空間分解能を持つ気象庁の地球
温暖化予測情報第 8巻 3)を利用し，時変母数を用いた
非定常水文頻度解析手法を適用して，100年確率年最大
24時間降水量の全国的な変化を分析した．また，バイ
アス補正を施した降水データについて同様の分析を行
い，補正の有無による確率水文量の変化を調べた．得
られた成果は以下の様である．

• 現在気候と将来気候を比較すると，全国的に 100
年確率年最大 24時間降水量は増加する．

• 特に，北海道や北日本の大半の地域で増加傾向が
見られることに注意する必要がある．これらの地
域は，これまでの整備水準を上回る降水量が，設
定されている確率年よりも短い間隔で発生する可
能性がある．

• バイアス補正によって 100年確率 24時間降水量は
大半の地域で大きく修正された．補正前の年最大
24時間降水量が 400mm以下の場合は，ほとんど
のグリッドセルで大きく補正される結果となった．
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